
様式1の２

　（以下の空欄に生徒本人が署名してください。保護者等による代筆も可能です。記入に当たっては、
　　別紙の「記入上の注意」及び「留意事項」をよく読んでから記入してください。）

【別添①】

初等中等教育局長の定める様式（省令附則第３項関係）
【令和８年３月３１日において受給権者である在校生に係る申請様式】

記入例 　　令和８年　　月　　日

　　　　　　大阪府教育長　殿

高等学校等就学支援金 受給資格確認申請書（新制度）

〇　高等学校等就学支援金（以下「就学支援金」といいます。）の受給資格の
　確認を申請します。

×　就学支援金の受給資格の確認を申請しません。（申請しない場合も提出してください。）

　　この申請書の記載内容は、事実に相違ありません。

　　令和８年３月３１日時点で、以下の学校に在学し、高等学校等
　就学支援金の受給資格認定を受けています。

　　この申請書に虚偽の記載をして提出し、就学支援金の支給をさせた
　場合は、不正利得の徴収や３年以下の拘禁刑又は100万円以下の罰金等
　に処されることがあることを承知しています。

ふりがな 　　み　の　お 　　　た　ろ　う

生徒の氏名 姓 箕　面 名 太　郎

認定番号

生徒が在学する
学校の名称 箕面自由学園高等学校

学年・組・番号 〇 年　　S〇 組　　 〇 番

※申請しない場合、裏面以降の記入・添付書類の提出は不要です。

記入した日

〈重要〉

よくお読みいただきすべての□に

必ず✓をしてください



③□特別永住者

【１．生徒の国籍・在留資格・在留期間等について①】
（次の該当する□にレ印を付けてください。）

（１）生徒本人の国籍を以下のとおり申請します。

①□日本国

②□日本国以外

（上記（１）で②「日本国以外」を選択した場合は、次の該当する□にレ印を付けてください。また、必要事項を記入く

ださい。）

（２）生徒本人の在留資格・在留期間等を以下のとおり申請します。

（西暦）　　　年　　　　月　　　　日

日本国に永住する
意思の有無

□はい（あり）　　□いいえ（なし）

④□永住者

⑤□日本人の配偶者等
在留期間
（満了日）

（西暦）　　　年　　　　月　　　　日

⑥□永住者の配偶者等

⑦□定住者

在留期間
（満了日）

⑧□家族滞在

在留期間
（満了日）

（西暦）　　　年　　　　月　　　　日

日本国の小学校の
卒業の有無等

□卒業した　□卒業していない

小学校名

所在地
（都道府県）

日本国で就労する
意思の有無

□はい（あり）　　□いいえ（なし）

都・道
府・県

日本国の中学校の
卒業の有無等

□卒業した　□卒業していない

中学校名

所在地
（都道府県）

都・道
府・県

〈重要〉

どちらかの□に必ず✓をしてください

（１）の ② を選択された場合は、該当する□に

✓をし、必要事項を記入してください



【１．生徒の国籍・在留資格・在留期間等について②】
（生徒の日本国籍の有無・在留資格・在留期間等を確認するため、次の①～⑤のいずれかの□にレ印を付けて

ください。）

生徒本人の日本国籍の有無の確認のため、以下のとおり申請します。

①□「個人番号カードの写し（コピー）」を添付します。

②□「住民票の写し（市町村の発行したもの。原本。コピー不可。）」を添付します。
　国籍が「日本国以外」の生徒：国籍・在留資格・在留期間等が記載されたもの。

③□「特別永住者証明書の写し（コピー）」を添付します。

④□「在留カードの写し（コピー）」を添付します。

⑤□

①～④のいずれの書類も添付しません。
　国籍が「日本国」の生徒：日本国内に住所を有したことがなかったり、個人番号の指定を受けていな
かったりする場合など。
　国籍が「日本国以外」の生徒：就学支援金は支給されません。

（生徒の国籍が「日本国以外」であって、在留資格が「家族滞在」の場合、日本の小学校及び中学校を卒業し

たことを証明する書類について、次の⑥、⑦のいずれにも□にレ印を付けて申請してください。）

⑥□「日本国の小学校の卒業証書の写し又は卒業証明書」を添付します。

⑦□「日本国の中学校の卒業証書の写し又は卒業証明書」を添付します。

【２．確認事項】（次の事項を確認の上、□にレ印を付けてください。）

　　就学支援金を授業料に充てるとともに、就学支援金の支給に必要な事務手続
　　を学校設置者に委任することを了承します。

　　申請に関し提出した個人情報について、以下の点を了承します。
　　・大阪府への情報提供は、オンラインを経由すること。
　　・この申請のために提出した個人情報を学校内における大阪府私立高等学校
　　　等授業料支援補助事業及び大阪府私立高校生等新修学支援金事業に活用す
　　　る場合があること。
　　・この申請のために提出した個人情報を奨学のための給付金事業に活用する
　　　場合があること。
　　・この申請のために提出した個人情報を大阪府私立高等学校等学び直し支援
　　　事業に活用する場合があること。
　　・支援事業を所管する大阪府及び支援事業に関連して奨学金貸付事業を行う
　　　（公財）大阪府育英会に情報提供する場合があること。

　　申請者である生徒及びその保護者は、暴力団員による不当な行為の防止に関
    する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員または大
    阪府暴力団排除条例（平成22年大阪府条例第58号）第２条第４号に規定する
    暴力団密接関係者ではありません。

学校受付日　　　　　　年　　月　　日（学校において記入。）

②～⑦の提出書類について、該当する□に

✓をしてください

〈重要〉

内容を確認のうえ、必ずすべての□に✓を

してください。


